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国立病院機構「大牟田病院」における性的虐待事案に関する抗議声明 

 

全国自立生活センター協議会 

代表 平下 耕三 

 

 私たち、全国自立生活センター協議会（以下「本会」という。）は、どんな重度な障害が

あっても地域で当たり前に生活し、障害のない人と同じ権利を持ち、地域の中で共にある

社会の実現を目指して活動する障害当事者団体です。全国 110 ケ所を越える障害当事者団

体（自立生活センター）で構成しています。 

 本会内部組織である人権委員会では、各地の自立生活センターと連携し、障害のある者

一人ひとりの権利を守るための取り組みを通し、制度や社会の変革を通じて権利擁護活動、

虐待防止ワークショップ等の普及活動。同じく本会内部組織である脱施設プロジェクトで

は、入所施設等の閉鎖を目指し、自立生活支援を強化し、障害者の地域生活を実現するた

めに、権利条約 19 条の履行や SDGs の目標達成に向けた取り組みです。 

福岡県大牟田市にある国立病院機構「大牟田病院」における性的虐待事案に対する一連

の報道について、次の通り声明を発表します。 

 

5 月 1 日の報道によれば、看護師、介護士あわせて 5 人の男性職員が身体に障害のある

男女 11 名に対して、陰部を揉んだり、胸付近を触ったりする性暴力をしていたという驚愕

の事案が明らかになりました。5 月 2 日に行われた病院の記者会見では、「特定されるた

め」等という理由で、ほとんどの情報が開示されず、大変曖昧なものでした。 

私たちは障害がある者として、被害者の言葉にならない恐怖、痛み、辛苦、恥辱を思う

と、心が押しつぶされる思いです。そして勇気をもってこのような事案を公にしてくださ

った方に深い畏敬の念を抱きます。 

取り急ぎ、現在の被害者の安全が十分に確保されるために必要な対応を速やかに行って

ください。ただ加害者との接触を断つだけでなく、被害者が安心を得られるよう、心身共

に配慮したケアや介助を提供してください。特に女性被害者にとっては、望まない異性介

助がフラッシュバックなど二次被害を生じさせる可能性も考えられます。被害者の意向を

大切にし、本人の安心できる介助体制を整えてください。 

また、傷ついているのは直接被害を受けた患者だけではありません。周囲の患者もショ

ックや不安の中にいることと、他の被害者がうもれている可能性を想定し、患者全員が今

日を安心して生活できるよう、迅速な対応をお願いします。 

今回の虐待行為は、2022 年 9 月に国連障害者権利委員会から出された「総括所見」「脱

施設化ガイドライン」にあるように、障害のある者を施設、療養病院、精神科病院等、特

定の生活様式に隔離することで生じる弊害であると言わざるを得ません。また、異性によ

る介助が慢性化している事も性暴力の原因となります。 

脱施設プロジェクトで、力を入れてきた取り組みの１つ、筋ジス病棟の地域移行では、



未だに病院内での地域移行の妨害行為、患者の人権を踏みにじる対応が散見されています。

今回の報道も、そういった取り組みの成果であると確信しています。 

また、こういった一連の事案から必要最低限の看護や介護となり、質の低下や何より患

者の人権を否定した対応にならないか懸念しています。 

本来、本件は犯罪としても取り扱われるべきであり、事件として障害のない人に対する

取り扱いと同様の対処をするべきです。こういった点においても病院当局の「甘さ」がみ

られます。 

国立病院機構「大牟田病院」に対し、今回の性的虐待事案に深い憤りと懸念を表明し、

被害者の尊厳を守り、再発防止に全力を尽くすことを求め、下記の通り厳重に抗議します。 

 

記 

 

＜大牟田病院＞ 

１． 大牟田病院は、事実の公表および処分の徹底を行ってください。 

２． 被害者の受けた大きな心身の傷のケアを丁寧に行うため、適切な意思決定支援を行い、

ピアサポーターと共に最大限の支援を行ってください。 

３． 二度と虐待を起こさないために人権意識を高めるための研修を必ず行うこと。 （なお、 

私たち全国自立生活センター協議会は、障害のある当事者による虐待防止 ワークショ 

ップを実施していますので、研修に協力することが可能です） 

 

＜福岡県および大牟田市＞ 

１． 福岡県および大牟田市は、検察庁、警察とも連携し、事実の解明と然るべき措置を行

ってください。 

２．指定権者として責任をもち、早急に全国の療養型病院の入院患者に同様の被害がない 

か、第三者委員会を設置し、調査を行ってください。 

３．仮に重大な問題が発覚したら包み隠さず公表してください。 

 

＜厚生労働省＞ 

１． 現行の障害者虐待防止法の最大の問題点は、今回の様な病院、そして学校や保育所等

について、未だに発見者の行政等への通報義務を対象外としていることです。早期に

見直しを行い、被害者が真に守られる法改正を行ってください。 

２． これまでの収容型障害福祉のあり方を早急に見直すため、速やかに検討会を立ち上げ

てください。 

 

以上 


